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１ 多面的機能支払交付金の推進方針

今後の推進方針

取組の継続を図るため、人材不足を補う活動組織の広域化や、各種研修会を活用した次世代リーダー
や事務の担い手の育成を推進する。
取組の継続に加え、取組の拡大を図るため市町村、土地改良区と連携しながら、新たに共同活動に取
り組む集落に対し、既存組織への加入や複数の既存組織を広域化する際の取り込みなどを働きかける。
活動組織役員としての女性の参画や農福連携の取組実施が、活動参加人数の増加や地域コミュニティ
の維持・強化につながっていることから、活動組織の取組を活性化させるために、多様な主体の参画
を促進する。

平成30年度に策定された「新潟県総合計画」では、将来にわたって農業・農村の有する多面的機能の
維持・発揮を図るため、地域共同による農地・農村用水等の保全管理面積を令和６年度までに
132,000haに拡大する目標に対し、新潟県総合計画最終評価結果において、令和４年度ベースで目標達
成率95.4%（125,868ha）として「概ね達成」と評価。
令和５年度の取組面積は126,536haであり、取組面積は微増傾向（0.5%増）となっているが、高齢化や
農業者の減少に伴い、取組の継続が危惧される。

現状

課題

高齢化や農業者の減少に加え、地域をまとめるリーダーや事務を担う人材が不足していることや、世
代交代が進まないことなどが原因で、取組の継続が懸念されるとともに拡大が進まない状況。
国の第三者委員会においても、農村集落機能の確保に向けて、多様な組織や非農業者等の参画や活動
組織の広域化による組織の体制強化が求められている。

下線部：令和４年度第三者委員会からの変更内容
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２ 推進のポイント

地域資源保全管理構想の策定を通じて、地域に
おける取組の継続に向けた話し合いの促進

→ ①Ｒ６年度「組織力の向上」制度研修会
→ ②次世代リーダー研修会

活動計画の見直しを契機とした広域化の推進
→ ③広域化推進アドバイザー事業
→ ④土地改良区との連携に関する調査

SDGsとの関連性等を訴えながら、取組の活性
化、多様な主体の参画を促進

→ ⑤Ｒ５年度「多様な主体の参画」制度研修会
→ ⑥「女性活躍推進」に向けた情報交換会

取組の継続を図るため、人材不足を補う活
動組織の広域化や、各種研修会を活用した
次世代リーダーや事務の担い手の育成を推
進する。

取組の継続に加え、取組の拡大を図るため
市町村、土地改良区と連携しながら、既存
組織への加入、複数の既存組織を広域化す
る際に新たな集落の取り込みなどを働きか
ける。

活動組織役員としての女性の参画や農福連
携の取組実施が、活動参加人数の増加や地
域コミュニティの維持・強化につながって
いることから、活動組織の取組を活性化さ
せるために、多様な主体の参画を促進する。

今後の推進方針（再掲） 推進のポイント

赤字：令和６年度の取組（令和５年度末を含む）



令和６年度の制度研修会は「組織力の向上」をテーマとして開催を予定。
第三期対策（令和７年度以降）においても、活動組における取組の継続を図り、さらに活動の活性化
を図るために、内発的動機付けにより、活動組織内の話合いをベースとした様々な取組・展開を期待。
研修会では、有識者による講演、県外・県内の活動組織による優良事例の発表、本県の活動組織から
の質問やディスカッションを予定。

令和６年度制度研修会（令和６年１２月２日開催）

出典：農林水産省 令和５年度第２回多面的機能支払交付金第三者委員会

① Ｒ６年度「組織力の向上」制度研修会

３

３ 主な推進活動

講演
・農林水産省多面的支払推進室
・有識者

農村着火型プランナー 高橋 信博氏

優良事例の発表
・県外の活動組織（鹿児島県霧島市）

佳例川地域農地・水・環境保全管理協定
・県内の活動組織（調整中）

質疑応答・ディスカッション



１ 時期
令和７年２月頃

２ 研修場所
上越ブロック 北陸地方へ
中越ブロック 関東地方へ
下越ブロック 東北地方へ

３ 流れ
（１）本県活動組織と他県活動組織がそれぞれの

活動内容について発表
（２）意見交換
（３）気づきの内容を県内にフィードバック

活動組織における次世代リーダーの発掘に向けた研修を予定。
上越、中越、下越ブロック単位で活動組織を選抜し、近隣県の活動組織と意見交換
狙いは、「近隣県活動組織のよいところを吸収するとともに自らの活動組織の活動を客観的に捉えて
みること」「活動組織間のネットワークを形成すること」「リーダーを発掘すること」

② 次世代リーダー研修会

３ 主な推進活動

４



新潟市上越市弥彦村市町村

117組織
28,826ha
（都府県で最多）

265組織
（全国最多）
12,430ha

13組織
784ha

活動組織数
取組面積

①6/28 
聞き取り（県のみ）

②7/2   
各区担当者への
アンケート調査

①5/24
聞き取り（県のみ）

②7/5   
市・各区担当打合せ

①5/24
聞き取り（県のみ）

②6/26
村担当者打合せ

③8/9
活動組織等打合せ

本事業の
実施状況

③１月
対象区担当者との
打合せ

④２月
区方針の確認

③９月
市方針の確認

④10月
モデル地区絞込み

⑤２月
組織代表者等説明会

④10月
組織代表者等説明会

⑤12月
同上

⑥１月
設立総会に向けた
打合せ

⑦３月
設立総会

今後の予定
（想定）

打ち合わせ＠弥彦村役場（R6.8.9）

３ 主な推進活動

③ 広域化推進アドバイザー事業
広域化の検討が必要な市町村において、新潟県が行政主導型広域化のノウハ
ウを持つアドバイザーとともに当該市町村の幹部と面談し、①広域化の意
識改革を働きかけ、②広域事務局の検討を促す。
広域化の機運醸成が図られたら、③活動組織への説明等を行い、広域化への
具体的な道筋を作る。
アドバイザー （一社）農村振興センターみつけ 椿 一雅氏
実施市町村 弥彦村、上越市、新潟市

広域化理解醸成スキーム

１

２

３

４

５

市町村打合せ
（現状把握）

市町村打合せ
（対応方策検討）

市町村打合せ
（広域化メリット整理）

市町村＋α 打合せ・会合
（広域化の理解醸成）

市町村＋α 打合せ
（具体的な行動計画）

５



125,231 ha土地改良区の
地区面積計（A）

98,538 ha ※管内にある活動組織の
面積の計（B）

78.7 %取組率（B/A）

※ 56の土地改良区のうち、
3の土地改良区は把握していないという回答であり、
当該面積計に計上していない（n=53）

（n=56)
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土地改良区数

3の全てが0%(活動組織がない)

うち、5土地改良区が100%

６

④ 土地改良区との連携に関する調査

３ 主な推進活動

活動組織と土地改良区との連携を把握するため、令和６年７～８月にアンケート調査を実施。
質問は、土地改良区管内における活動組織の状況や連携の状況など。
依頼した78の土地改良区に対し、56の土地改良区から回答（回答率 71.8%）。
管内に活動組織がある53の土地改良区のうち、49の土地改良区が連携あり。
土地改良区が主導的にまとめている広域活動組織では、共同活動の活性化や技術力の関与による効率
な組織運営が行われていることから、市町村等を通じて土地改良区との連携に向けた働きかけを行う。

連携あり 49

連携なし 4

※ 56の土地改良区のうち、
管内で活動組織がない
3の土地改良区を除く
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パターンⅡ

パターンⅢ

パターンⅣ

パターンⅤ

（n=53)

パターンⅠ：土地改良区が活動組織の構成員
パターンⅡ：土地改良区の役職員が日当をもらって活動組織の事務を処理
パターンⅢ：土地改良区が活動組織の事務を受託
パターンⅣ：活動組織が広域化し土地改良区が事務を受託
パターンⅤ：活動組織が土地改良区の「施設管理準組合員」

問 土地改良区管内における活動組織の状況 問 活動組織との連携の有無

問 活動組織との連携のパターン
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令和５年度制度研修会 令和６年３月２１日開催 『テーマ：多様な主体の参画』

● ～多様な主体の参画・連携の促進～

【事例紹介】
なかあらい大地を育む会活動組織
（福島県南会津町）
・NPO法人と連携して間伐材伐採体験や
集落活性化ワークショップなどの多様な
活動を実施

・キーワード：NPO法人・大学との連携

【事例紹介】
石母田ふる里保全会
（宮城県加美町）
・小学校と連携し自然学習を充実させる
など多様な参画で活動を展開

・キーワード：NPO法人化・小学校との
連携

⑤ Ｒ５年度「多様な主体の参画」制度研修会

３ 主な推進活動

令和５年度の制度研修会は「多様な主体の参画」をテーマとして開催。
若菜千穂氏から「多様な主体の参画のススメ～‘‘みんなで取り組む’’始め方～」を講演。
なからい大地を育む会活動組織（福島県南会津町）と石母田ふる里保全会（宮城県加美町）による事
例発表。（完全オンライン開催を活用して、他県の活動組織に依頼）



３ 主な推進活動

⑥ 「女性活躍推進」に向けた情報交換会
令和５年度第三者委員会における意見を受けて、女性が役員等を務める活動組織に集まっていただき
情報交換会を開催。
６つの活動組織が参加し、それぞれが取組の紹介をしたほか、積極的に意見交換を実施。
講師は萩原扶未子氏。情報交換会の様子は、８月３日日本農業新聞にも掲載。

８

女性の活躍で
地域社会が輝きます！
（萩原扶未子講師）

女性ならではの
視点や考え方が
組織内で刺激を
与えています

女性や非農業者が
参加できる体制づくりの
構築が必要だと
感じています


